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工
法
オ
ー
プ
ン
化
か
ら
40
年
、
新
設
木
造
住
宅
が
全
体
に
低
迷
す
る
中
、

ツ
ー
バ
イ
フ
ォ
ー
工
法
は
着
実
に
シ
ェ
ア
を
伸
ば
し
、
平
成
25
年
度
は
12
万

戸
を
超
え
る
過
去
最
高
の
着
工
数
を
記
録
す
る
飛
躍
を
遂
げ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
か
ら
の
10
年
、
省
エ
ネ
化
、
省
資
源
化
、
少
子
高
齢
化
、
ス
ト
ッ
ク

の
利
活
用
、
リ
フ
ォ
ー
ム
の
促
進
、
防
災
対
策
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
経
済
・

社
会
環
境
の
変
化
へ
の
対
応
が
迫
ら
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
な
か
で
ツ
ー
バ
イ

フ
ォ
ー
工
法
は
、
ど
の
よ
う
な
道
筋
を
歩
む
の
で
し
ょ
う
か
。

　

こ
れ
ま
で
３
回
に
わ
た
っ
て
、
40
年
間
の
変
遷
や
今
後
の
課
題
な
ど
に
つ

い
て
考
察
し
て
き
ま
し
た
が
、
今
回
は
こ
の
企
画
の
最
後
と
し
て
、
住
宅
産

業
界
を
牽
引
す
る
会
員
企
業
の
キ
ー
パ
ー
ソ
ン
や
有
識
者
の
方
々
に
、
ツ
ー

バ
イ
フ
ォ
ー
工
法
の
10
年
先
の
姿
に
つ
い
て
、
思
う
と
こ
ろ
を
語
っ
て
い
た

だ
き
ま
し
た
。

特集
オ
ー
プ
ン
化
40
周
年
記
念
（
最
終
回
）

特 集 1

平成18年の３階建実大三次元振動台実験

10
年
後
の
ツ
ー
バ
イ
フ
ォ
ー
工
法
は

ど
う
な
っ
て
い
る
か
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拡大するツーバイフォー住宅の着工戸数

昭
和
49
年（
１
９
７
４
年
）

●
告
示
第
１
０
１
９
号
制
定（
ツ
ー
バ
イ
フ
ォ
ー
工
法

オ
ー
プ
ン
化
）

●
小
規
模
住
宅
の
新
施
工
法
の
開
発（
建
設
省
建
築
研
究
所
）

昭
和
51
年（
１
９
７
６
年
）

●
２
階
建
住
宅
２
棟
火
災
実
験（
東
京
理
科
大
学
野
田
校
舎
）

昭
和
52
年（
１
９
７
７
年
）

●
告
示
第
１
０
１
７
号
制
定（
多
雪
地
域
基
準
）

●「
不
燃
構
造
」（
住
宅
金
融
公
庫
）

昭
和
53
年（
１
９
７
８
年
）

●
小
屋
裏
利
用
３
階
建
タ
ウ
ン
ハ
ウ
ス
構
造
・
火
災
実
験

（
浦
安
・
舞
浜
）

昭
和
56
年（
１
９
８
１
年
）

●
法
改
正
・
新
耐
震
基
準

昭
和
57
年（
１
９
８
２
年
）

●
告
示
第
56
号
制
定（
小
屋
裏
３
階
建
）両
面
開
口
、
壁
線

区
画
面
積
引
上
げ

●
省
令
簡
易
耐
火
構
造（
簡
易
耐
火
構
造
同
等
）（
住
宅
金

融
公
庫
）

昭
和
60
年（
１
９
８
５
年
）

●
告
示
第
１
８
８
６
号
制
定（
４
×
８
面
材
、
材
料
拡
大
）

昭
和
62
年（
１
９
８
７
年
）

●
告
示
第
１
９
２
０
号
制
定（
正
３
階
建
）

●
３
階
建
住
宅
実
大
構
造
実
験（
建
設
省
建
築
研
究
所
）

●
３
階
建
住
宅
実
大
火
災
実
験（
建
設
省
建
築
研
究
所
）

平
成
２
年（
１
９
９
０
年
）

●
３
階
建
共
同
住
宅
耐
力
壁
実
験（
建
設
省
建
築
研
究
所
）

平
成
３
年（
１
９
９
１
年
）

●
木
造
３
階
建
共
同
住
宅（
ス
ー
パ
ー
ハ
ウ
ス
）３
０
０
０

㎡
建
設（
米
国
）

●
木
造
３
階
建
共
同
住
宅
実
大
火
災
実
験（
建
設
省
建
築
研

究
所
）

平
成
４
年（
１
９
９
２
年
）

●
告
示
第
５
９
０
号
制
定（
木
造
３
階
建
共
同
住
宅
）

平
成
５
年（
１
９
９
３
年
）

●「
省
令
準
耐
火
構
造
」（
準
耐
火
構
造
同
等
）（
住
宅
金
融

公
庫
）

平
成
６
年（
１
９
９
４
年
）

●
実
大
実
験
棟
建
設
、
実
験
検
証
開
始（
建
設
省
建
築
研
究
所
）

平
成
８
年（
１
９
９
６
年
）

●
市
街
地
火
災
木
造
３
階
建
共
同
住
宅
延
焼
性
状
火
災
実

験（
建
設
省
建
築
研
究
所
）  

地
震
後
の
市
街
地
火
災
を
想
定

平
成
９
年（
１
９
９
７
年
）

●
告
示
第
９
６
０
号
制
定（
性
能
規
定
化
）

	

準
防
火
地
域
内
の
木
造
３
階
建
共
同
住
宅

●
ポ
ー
ル
コ
ン
ス
ト
ラ
ク
シ
ョ
ン
の
調
査
研
究

平
成
11
年（
１
９
９
９
年
）

●
木
質
複
合
総
合
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
ス
タ
ー
ト（
耐
火
構
造

の
研
究
）

平
成
12
年（
２
０
０
０
年
）

●
建
築
基
準
法
性
能
規
定
化

●
住
宅
性
能
表
示
制
度
に
基
づ
く「
協
会
型
式
」（
構
造
、

火
災
、
温
熱
等
）取
得

平
成
13
年（
２
０
０
１
年
）

●
告
示
第
１
５
４
０
号
及
び
第
１
５
４
１
号
制
定

	

構
造
方
法（
木
質
プ
レ
ハ
ブ
工
法
）と
材
料
の
追
加
等

平
成
14
年（
２
０
０
２
年
）

●
資
源
循
環
型
住
宅
の
開
発（「
２
０
４
＋
Ｒ
シ
ス
テ
ム
」）

平
成
15
年（
２
０
０
３
年
）

●「
耐
火
構
造
」大
臣
認
定
取
得（
外
壁･

間
仕
切･
屋
根
）

平
成
16
年（
２
０
０
４
年
）

●「
耐
火
構
造
」大
臣
認
定
取
得（
床･

階
段
）

平
成
17
年（
２
０
０
５
年
）

●
４
階
建
実
大
モ
デ
ル
棟
建
設
・
実
験
検
証
開
始

	

（
（独）
建
築
研
究
所
）

平
成
18
年（
２
０
０
６
年
）

●
３
階
建
実
大
三
次
元
振
動
台
実
験

平
成
19
年（
２
０
０
７
年
）

●
告
示
第
１
５
４
０
号
等
改
正

   

壁
倍
率
変
更
、
壁
線
区
画
面
積
拡

  

大（
72
㎡
）等

●
耐
力
壁
接
合
部
性
能
実
施

平
成
20
年（
２
０
０
８
年
）

●
告
示
第
１
５
４
０
号
等
改
正

   

材
料
の
変
更

●「
耐
火
構
造
」大
臣
認
定
取
得（
間

仕
切（
千
鳥
界
壁
））

●「
界
壁
遮
音
構
造
」大
臣
認
定
取
得

平
成
21
年（
２
０
０
９
年
）

●
Ⅰ
型
ジ
ョ
イ
ス
ト
省
令
準
耐
火
構
造
承
認

平
成
22
年（
２
０
１
０
年
）

●「
耐
火
構
造
」大
臣
認
定
取
得（
外
壁
）

平
成
23
年（
２
０
１
１
年
）

●
防
耐
火
性
能
試
験
の
重
点
的
実
施（
Ｐ
Ｓ
Ａ
Ｔ
Ｓ
と
の

共
同
事
業
）

平
成
24
年（
２
０
１
２
年
）

●「
耐
火
構
造
」大
臣
認
定
取
得（
床
、
新
た
に
２
種
類

   

追
加
）

平
成
25
年（
２
０
１
３
年
）

●「
耐
火
構
造
」大
臣
認
定
取
得（
間
仕
切
耐
力
壁
、
新

   

た
に
１
種
類
追
加
）

平
成
26
年（
２
０
１
４
年
）

●「
耐
火
構
造
」大
臣
認
定
取
得（
１
時
間
耐
火
屋
外
床
）

TIM
ELIN

E

工法オープン化40周年おめでとうございます。住宅構造
の好みは世代間で異なるようで、２×４工法は、若い世代
ほど高人気とのこと。工法を含め多様な選択肢が住宅市場
に揃っていることは、暮らしを豊かにします。住宅の長寿
命化が進み、加えて本格的人口減少時代に入りました。暮
らしや時代の変化に併せ「減築、分解、移転、再築」など
新しいニーズも高まると思います。２×４工法技術が豊か
な住生活の実現に向けて発展することを期待します。

国土交通省  住宅局  木造住宅振興室長  内田純夫

ツーバイフォー構法は、高級な洋風住宅を支
える一方で、廉価な共同住宅の供給手段でも
ある。しかし、近年は、後者への傾斜を極端
に強めている。価格競争力は重要であるが、
土俵が狭まるとこうした強みの源泉も枯れて
しまう。今後10年は、洋風住宅のブランドイ
メージとは別の強みを模索する期間になるの
ではないか。今年の夏に示された木造耐火構
造の告示は、案外、野丁場という土俵への呼
び出しの声なのかもしれない。

建築環境ワークス  代表理事  佐藤考一

戸建住宅の工法であったツーバイフォーが、関係者の努力により
工法・規模・仕様の多様化が図られるとともに、他工法とのハイ
ブリット化が進み、ますます用途が拡大され、建設棟数に占める
割合が高まると予想される。しかるに、他業種の参入・工法の複
雑化・パネル化による分業が進むことにより、長年培ってきた信
頼される品質を確保するための仕組み作りが、協会+に求められ
る今後の重要な課題となる。

２×４協会  テクニカルアドバイザー  加納英範

国内について言えば、非住宅を含めた中大規模建築をツー
バイフォー工法で建てようという流れがより一層進むと
思われるが、防耐火を考えるとRC造などと混構造にせ
ざるを得ない場合もあり、構造設計が途端に難しくなる。
ただ、この「難しい」からというのは、構造安全性を確
かめる方法論が十分確立されていないということであり、
技術の問題ではない。建築構造の研究者として、まだま
だ研究のしがいがあるというものだ。

東京工業大学  助教  山崎義弘

高齢化が進むなか、家庭菜園を楽しむ元気な高齢者が現在以上に増えると考え
られます。ドイツのクラインガルテンのように、家庭菜園の面積も大きくなり、
その片隅ではセルフビルドのツーバイフォー工法の作業小屋を楽しみながら造
る人も増え、ホームセンターには、必要な部材や建て方に関するマニュアルが
充実し、ツーバイフォー工法がさらに身近なものになっていると思います。

施工会社  施工担当

今から10年後の2024年。木の温もりを好む日本人の感性
からも、木造住宅が日本の戸建住宅の主流を占めていると
思います。ですが、人口減に伴う新築市場全体の縮小基調
のなかで、木軸やプレハブとの競合が強まっているであろ
うことも容易に想像できます。ですから枠組壁工法の堅牢
さなど強みとなる部分をより伸ばすこと。そこに感性だけ
でなく、数字の裏付けが出せれば100年後でも強固な地位
を築いていけると思います。

㈱住宅産業新聞社  取締役編集長  宮村昭広

10年後の日本の人口と少子高齢化を
考えれば、総戸数は減少し、各住宅会
社は熾烈な競争に入っていると考え
ます。日本にとって最も厳しい10年
の入り口になる年です。２×４住宅の
シェアは３階建・４階建、耐火構造進
化が進み25％に。リフォームとリノ
ベーションの需要が伸びる時代に入
り、２×４工法の住宅施工会社は、専
門的構造能力を生かして生き延びを
図っていくことが必要でしょう。

㈱協和コーポレーション  
                   代表取締役  木野村好己

今から10年前と何が変わったか。床根
太レスの採用、床根太が製材からⅠジョ
イストへ変わり、国産製材を採用する
企業も増えたが、工法が大きく変質し
た感じはしない。これからも使用可能
材料は増え、耐火建築・大型建築への
進出も見込まれるが、工法そのものが
大きく変貌することはないだろう。住
宅は性能で比較され、エネルギーや長
寿命政策の下、新築住宅が家電化し画
一化への方向に進み、工法の訴求力は
ますます薄れていくと思う。

施工会社  商品開発担当

10年後の住宅はより性能が高くなり、良い建物をリフォー
ムして次世代に残す。という場面が増えていると思う。そ
の性能の高い建物はツーバイフォーで実現しやすく、リ
フォームも実は簡単。ということをお客様に分かりやすく
伝えられているかが、今後もっとツーバイフォー工法が広
がっていく鍵ではないかと考える。

リスト㈱  開発本部  建設事業部  根岸孝幸

２×４工法オープン化40周年おめでとうございます。私もこの10年間、福祉分
野における耐火木造建築に取り組んでまいりました。今後10年先は団塊世代の後
期高齢化がピークを迎え、福祉分野における施設（高齢者住宅など）の需要がます
ます伸びると考えられ、安全性の高い耐火木造が増加することを確信しています。
今後の課題としては、若い建築技術者の育成が急務であり、さらなる耐火木造（２
×４工法）の普及が重要であると思います。

㈲吉高綜合設計コンサルタント  代表取締役  吉高久人

当社がツーバイフォーを手がけて35年、当時は現場で建て方を行い上棟まで２～
３週間、天候の影響や危険な作業を強いられていましたが、全国に先駆け30年前
にフルパネル化に着手。以後1日上棟、工期の短縮、建て方品質向上、現場ゴミ削
減などのほか、職人不足や技術継承難ひいては工務店のツーバイフォー工法への
参入拡大へと大いに貢献している。10年後に向けて、サッシや外壁施工済みパネ
ルユニット化を進め、さらなる高品質工法を目指したい。

片瀬建設㈱  代表取締役社長  下田隆

木質建材の40年間を振り返ると、フローリングは、耐傷性や防
汚性が飛躍的に向上し、室内ドアは、引き戸・吊り戸が増えました。
一方で、ラワンなどの南洋材を減らして植林木や繊維板を多用す
ることで環境への貢献も進めています。10年後は、超モダンな
空間と、木で囲まれた空間に二極化し、後者においては、ツーバ
イフォー工法と和の原点回帰が融合した新しい「くらし価値」が
生み出されていることを期待します。

大建工業㈱  執行役員  情報業務部長  長谷川賢司

ツーバイフォー工法は1974年の誕生当時は小さな存在でしたが、今や、住宅や施設を実
現するための代表的な工法のひとつに進化し、デザイン性、省エネルギー性能および耐
震性能などに卓越していることが周知の事実となっています。10年後、高耐力壁ミッド
プライなどを使用した木造の大型建築物や公共建築物、５階６階建ての建築物が木造の
市場拡大を推し進めてくれると推測しています。本年は、私共カナダ林産業審議会の日
本事務所開設40周年の年でもあります。開設当初からの協会との連携を維持し、今後も
ツーバイフォー工法のさらなる未来に向けて、協力を惜しまない所存です。

カナダ林産業審議会（COFI）  日本代表  ショーン・ローラー

「オープン工法である」という特徴を最大限に活か
すことができれば、今後のストック市場のなかで
も強みを発揮するのではないか。一定の技能や知
識を備えた事業者であれば誰でもリフォーム工事
を手掛けることができるからだ。建材や設備の規
格の統一化が進めば、消費者がホームセンターへ
玄関ドアを買いにいき、自分で取り替えるといっ
たことも可能になる。オープン化工法であるとい
うことは汎用性があるということ。その点が中古
住宅市場において評価されるようになれば、ツー
バイフォー工法の価値はさらに高まるだろう。

㈱創樹社  ハウジング・トリビューン  
編集長  中山紀文

10年後、現在実験段階に入っている
２時間耐火がクリアされ、また２×
６工法、空調設備も進歩し、想像も
つかない省エネ性能を持ち合せてい
るでしょう。病院や介護施設などの
非住宅分野ではトラス工法やＣＬＴ
などを使用した他工法との併用も可
能に。スギやヒノキなどの国産材の
活用が一般的になり、地域のビルダー
や工務店の間で取り組みやすい工法
として人気を博し、気候変動にも対
応した日本独自のツーバイフォー工
法に進化していることでしょう。
㈱日刊木材新聞社  編集部  浅野晋也

ツーバイフォー工法50周年となる2024年。
目を見張る高い気密・断熱性をもつツーバイ
フォー住宅は、高効率設備機器や再生エネル
ギー利用設備などの採用により、低炭素で健康・
快適な住宅として、重要な存在になっているこ
とでしょう。スマートウェルネスな街づくりは、
ツーバイフォー住宅によって実現への道を前進
しているのです。われわれも協会の2種正会員
として、さらなる技術革新を通して、協会会員
の方とともにお客さまに省エネルギーでありな
がら、健康・快適な暮らしを提供できるように
貢献したいと思います。

住宅設備機器メーカー  営業企画担当

大規模小売店舗

ツーバイフォー住宅の着工数は、昨年度（平成25年度）、過去最高の12万戸を突破した。
住宅は木で造られていて住宅以外の建築物はコンクリートや鉄で造られている
というイメージが今の私達にはないでしょうか。10年後、オフィスビルやデパー
ト、マンション、学校なども木で造られるのが当たり前のことになっているか
も知れません。そのような常識を覆す可能性を持っているのがツーバイフォー
工法です。木を素材としながら大規模な建物に対応する技術開発を行い、実績
も積み重ねてきています。10年後にはツーバイフォー工法の建物の門をくぐる
機会がより多くなることは間違いありません。                  施工会社  設計担当

●＝技術基準と告示改正等　●＝技術開発

 2×4は日本の住宅業界において、性能・品質向上の先導的使命を果たし
てきたが、近年、他工法の進化により、その役割を失いつつある。2020
年省エネ基準の義務化、2030年ZEH達成という国策は、改めて高品質・
高性能である2×4が再評価される絶好の機会となる。また協会には、ＲＣ・
鉄骨から2×4木造化への情報収集を図り、会員全体をマネージメントする
ことにより、なお一層、市場を拡げることができると期待している。

ウイング㈱  取締役副社長  渡邊実


